
令
和
６
年
度
「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
助
成
金
」
は
、
次
の
各
コ
ー
ス

が
あ
り
ま
す
。

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
助
成
金
を
受

給
す
る
に
は
、
事
前
に
キ
ャ
リ
ア

ア
ッ
プ
計
画
の
提
出
が
必
要
で
す
。

ま
た
、
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画
を

提
出
し
て
い
る
事
業
主
の
方
が
当

初
の
計
画
と
は
異
な
る
コ
ー
ス
を

利
用
す
る
な
ど
の
場
合
に
は
、
事

前
に
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
計
画
変
更

届
の
提
出
が
必
要
で
す
。

①
正
社
員
化
コ
ー
ス

正
規
雇
用
労
働
者
等
へ
転
換

（
正
規
雇
用
労
働
者
に
は
「
多
様

な
正
社
員
（
勤
務
地
限
定
・
職
務

限
定
・
短
時
間
正
社
員
）
」
を
含

む
）
ま
た
は
派
遣
労
働
者
を
正
規

雇
用
労
働
者
等
と
し
て
直
接
雇
用

し
た
場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
。

②
障
害
者
正
社
員
化
コ
ー
ス

障
害
の
あ
る
有
期
雇
用
労
働
者
等

を
正
規
雇
用
労
働
者
等
に
転
換

（
正
規
雇
用
労
働
者
に
は
「
多
様

な
正
社
員
（
勤
務
地
限
定
・
職
務

限
定
・
短
時
間
正
社
員
）
」
を
含

む
）
し
た
場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
。

③
賃
金
規
定
等
改
定
コ
ー
ス

有
期
雇
用
労
働
者
等
の
基
本
給

の
賃
金
規
定
等
を
３
％
以
上
増
額

改
定
し
、
そ
の
規
定
を
適
用
さ
せ

た
場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
。

④
賃
金
規
定
等
共
通
化
コ
ー
ス

有
期
契
約
労
働
者
等
に
、
正
規

雇
用
労
働
者
と
共
通
の
賃
金
規
定

等
を
新
た
に
規
定
し
、
適
用
し
た

場
合
に
助
成
さ
れ
ま
す
。

⑤
賞
与
・
退
職
金
制
度
導
入
コ
ー

ス
有
期
雇
用
労
働
者
等
を
対
象
に

賞
与
・
退
職
金
制
度
を
導
入
し
、

支
給
ま
た
は
積
立
を
実
施
し
た
場

合

に
助
成
さ
れ
ま
す
。

⑥
社
会
保
険
適
用
時
処
遇
改
善
コ
ー

ス

短
時
間
労
働
者
に
以
下
の
い
ず

れ
か
の
取
組
を
行
っ
た
場
合
に
助

成
さ
れ
ま
す
。

◎
新
た
に
社
会
保
険
の
被
保
険

者
と
な
っ
た
際
に
、
手
当
支
給
・

賃
上
げ
・
労
働
時
間
延
長
を
行
っ

た
場
合

◎
労
働
時
間
を
延
長
し
て
新
た

に
社
会
保
険
の
被
保
険
者
と
し
た

場
合助

成
額
に
つ
い
て
は
、
表
１
、

表
２
を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。
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第175号

発行所

藤田社会保険

労務士事務所

京都市伏見区

【
正
社
員
化
支
援
】

【
処
遇
改
善
支
援
】

正

社

員

化

支

援

①

②

助成額 中小企業 大企業

１.有期→正規 ８０万円

2.有期→正規 40万円

60万円

30万円

《加算》

・派遣労働者を派遣先で正規雇用労働者で直接雇用する場合

１人当たり２８．５万円（大企業も同額）

・対象者が母子家庭の母等又は父子家庭の父の場合

１：１人当たり９．５万円 ２：４．７５万円（大企業も同額）

・人材開発支援助成金の訓練修了後に正社員化した場合

(自発的職業能力開発訓練または定額制訓練以外の訓練修了後)

１：１人当たり９．５万円 ２：４．７５万円（大企業も同額）

(自発的職業能力開発訓練または定額制訓練修了後)

１：１人当たり１１万円 ２：５．５万円（大企業も同額）

・正社員転換等制度を新たに規定し、当該区分に転換等した場合

１事業所当たり２０万円（大企業１５万円）

・多様な正社員制度(注)を新たに規定し、当該区分に転換

（注：勤務地限定・職務限定・短時間正社員いずれか１つ以上）

１事業所当たり４０万円（大企業３０万円）

助成額

処

遇

改

善

支

援

③

④

⑤

⑥

助成額 中小企業 大企業

３％以上５％未満

１事業所当たり

手当等支給メニュー

労働時間延長メニュー

《加算》

・「職務評価」の手法の活用により増額改定を

実施した場合

１事業所当たり２０万円（大企業１５万円）

《加算》

・同時に導入した場合

１事業所当たり１６．８万円（大企業１２．６

万円）

5万円

6.5万円５％以上

3.3万円

4.3万円

60万円 45万円

40万円 30万円

50万円 37.5万円

50万円 37.5万円

30万円 22.5万円

大企業中小企業助成額

助成額

１事業所当たり

併用メニュー

中小企業 大企業

重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者の場合

重度身体障害者、重度知的障害者及び精神障害者以外

※ 助成額が支給対象期間における対象労働者に対する賃金の

額を超える

有期 → 正規

有期 → 正規

有期 → 無期

有期 → 無期

無期 → 正規

無期 → 正規

120万円 90万円

60万円 45万円

67.5万円

33万円

60万円 45万円

45万円

45万円

90万円

33万円

（
表
１
）

（表２）



「
新
規
入
社
や
人
事
異
動
の
多

い
時
期
に
な
り
ま
し
た
。
昨
年
６

月
に
出
雲
労
働
基
準
監
督
署
で
は
、

雇
入
れ
時
の
必
要
な
事
業
主
の
対

応
を
ま
と
め
た
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を

発
行
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
、
そ

の
内
容
に
つ
い
て
ご
紹
介
い
た
し

ま
す
。

雇
入
れ
時
に
は
、
賃
金
、
労
働

時
間
そ
の
他
の
労
働
条
件
を
書
面

で
通
知
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
労
働
者
の
希
望
が
あ
り
、

か
つ
一
定
の
要
件
を
満
た
す
場
合

は
Ｆ
Ａ
Ｘ
や
メ
ー
ル
で
通
知
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
通
知
書
に
事

実
と
異
な
る
内
容
を
記
載
す
る
こ

と
は
法
律
で
禁
止
さ
れ
て
い
ま
す
。

違
反
時
に
は
30
万
円
の
罰
金
で
す
。

（
労
基
法
１
２
０
条
）

常
時
使
用
す
る
労
働
者
を
雇
い

入
れ
る
際
に
は
、
雇
い
入
れ
前
ま

た
は
直
後
に
、
健
康
診
断
を
実
施

無
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、

雇
入
れ
前
３
か
月
以
内
に
労
働
者

が
受
診
し
た
健
診
診
断
の
結
果
を

提
出
し
た
と
き
は
、
そ
の
結
果
の

健
診
項
目
を
省
略
で
き
ま
す
。
健

診
で
以
上
を
把
握
し
た
場
合
は
、

医
師
の
意
見
聴
取
も
必
要
で
す
。

違
反
時
に
50
万
円
の
罰
金
で
す
。

（
安
衛
法
１
２
０
条
）

雇
入
れ
後
は
、
概
ね
１
か
月
以

内
に
従
事
す
る
業
務
に
関
す
る
安

全
ま
た
は
衛
生
の
た
め
の
必
要
な

事
項
に
つ
い
て
、
教
育
を
行
わ
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
今
年
４
月

か
ら
業
種
に
よ
る
項
目
省
略
規
定

が
廃
止
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
危
険
・

有
害
業
務
に
従
事
さ
せ
る
場
合
、

全
業
種
で
作
業
手
順
や
機
械
等
に

よ
る
作
業
方
法
の
教
育
を
実
施
し

ま
す
。
違
反
時
50
万
円
の
罰
金
で

す
。
（
安
衛
法
１
２
０
条
）

10
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

４
月
30
日

○
預
金
管
理
状
況
報
告
の
提
出

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
労
働
者
死
傷
病
報
告
の
提
出

（
休
業
４
日
未
満
、
１
月
～
３
月

分
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］
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こ
の
数
日
の
暖
か
さ
に
よ
う
や

く
桜
が
開
花
し
ま
し
た
。
外
出
気

分
に
水
を
差
す
よ
う
な
花
粉
と
黄

砂
に
悩
ま
さ
れ
て
い
ま
す
。（

ぎ
ん
）

藤田社会保険労務士事務所

e-mail：
fujita.office-1@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・075-611-5300
FAX・075-644-6922

〒612-8017
京都市伏見区桃山南大島町1-4-41-503

編
集
後
記

４
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

そ
の
１

労
働
条
件
を
書
面

で
通
知
す
べ
し

そ
の
３

雇
入
れ
た
者
に
教

育
を
実
施
す
べ
し

そ
の
２

雇
入
れ
た
者
に
健

康
診
断
を
実
施
す
べ
し

Ｑ
昨年１０月に退職後、今年４月1日に

正社員として再就職しました。転職

先で現在社会保険の手続きをしてもらってい

ますが、４月５日に急病で医療機関を受診し

ました。その際、国民健康保険証を使用しま

したが、問題ないでしょうか。

Ａ
結論から申し上げますと、国民健康

保険証を使用して受診してはいけま

せん。国民健康保険は資格喪失していますの

で、再就職後１４日以内に保険証と一緒に市

町村へ届け出てください。

再就職先で健康保険被保険者の資格取得手

続きを進めておられるとのことですが、健康

保険証が交付されるまで日にちがかかります。

その場合は、「被保険者資格証明書」を使用

して受診することができます。再就職先を通

じて保険者で発行してもらってください。被

保険者証も被保険者資格証明書もどちらも無

い場合は、いったん全額自費で受診し、後日

に保険者（協会けんぽなど）へ請求すると、

窓口での一部負担金相当額等を除いた額が支

給されます。

国民健康保険の資格喪失手続きをしないま

ま、その被保険者証を使って受診すると、国

保が立て替える医療費を返還することになる

と市町村では注意喚起しています。

保険証はいつまで使える？


